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川崎市条例制定請求書 

 

川崎市平和無防備都市条例制定請求の要旨 

１．請求の要旨 

日本政府による無謀な侵略戦争は、近隣アジア諸国を始めとする多くの人

々に計り知れない被害を与え、日本国民も痛苦の戦禍を経験しました。川崎

市においても、偽札造りなどの謀略研究で戦争遂行に大きな役割を担った旧

陸軍登戸研究所の存在や、朝鮮半島等から多くの人々を強制連行し、過酷な

労働を強いたことを忘れることはできません。軍需工場が狙われた空襲で多

くの住民も死傷しました。二度とふたたび戦争をしないと誓った日本国民は

、日本国憲法で、「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起きることのない

ようにすることを決意」し、「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して

、われらの安全と生存を保持しよう」と決意しました。第９条では、「日本

国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる

戦争と、武力による威嚇または武力の行使は、国際紛争を解決する手段とし

ては、永久にこれを放棄」し、「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しな

い。国の交戦権は、これを認めない。」と宣言しています。 

  しかし、歴代政府は自衛隊という世界有数の戦力を保持し、その拡充強化

を図ってきました。今や、インド洋上やイラクへの自衛隊の海外派兵が行わ

れるまでに至っています。 

有事関連法が制定され、川崎市においても、戦争遂行を前提とした「国民

保護計画」が策定されました。再び我が国の政府が日本国憲法を踏みにじり

、戦争へと突き進んでいくのではないかとの危惧を持たざるを得ません。 



  私たちは、日本国憲法が宣言している「陸海空軍その他の戦力の不保持」

すなわち、非武装・無防備宣言を中央政府が実現しようとしないのであれば

、地方政府である自治体で、住民自治の力で実現しようと考えました。 

住民の生命と安全を守ることは地方自治体の最大の責務です。川崎市は、

都道府県や他の政令指定都市に先駆けて「核兵器廃絶平和都市宣言」を行い

ました。これをさらに発展させようと毎年実施されている市民主体の「平和

のつどい」への市の後援が昨年拒否されるなど、川崎市の平和事業の後退も

顕著になっています。平和事業の充実を図るとともに、平時から非武装・無

防備の平和友好都市づくりを進めるために、この「平和無防備都市条例」制

定の請求を行います。 
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上記のとおり地方自治法第７４条１項の規定により別紙条例案を添えて条例

の制定を請求いたします。 

 

平成２０年７月２日 

川崎市長  阿 部 孝 夫 様 

 



川崎市平和無防備都市条例（案） 

【前文】すべての人は、平和のうちに生存する権利を有しています。いかなる

場合でも、その意に反して戦争や武力行使に協力させられたり、権利を奪われ

たりすることは許されません。二度と戦争をしないと誓った我が国は、日本国

憲法の前文で、「日本国民」が「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起きる

ことのないようにすること」、「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して

、われらの安全と生存を保持しようと」決意しました。そして、「全世界の国

民が、ひとしく恐怖と欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利を有すること

を確認」し、「日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想

と目的を達成すること」を誓っています。第９条では、「日本国民は、正義と

秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力によ

る威嚇または武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを

放棄」し、「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、こ

れを認めない。」と宣言しています。国際人道法である「ジュネーブ諸条約第

一追加議定書」は、戦時下における民間人の保護強化を目的に制定されました

。その第５９条において、紛争当事国の適当な当局が「無防備地域宣言」をし

た地域へのいかなる武力行使も禁じられ、軍民を分離することが義務づけられ

ています。住民の生命と財産を守ることは地方自治体の最大の責務です。本市

は、１９８２年６月に都道府県・政令指定都市として最初の「核兵器廃絶平和

都市宣言」を行いました。川崎市は平和都市になることをあらためて決意した

のです。本条例は、その理念を発展させて、住民の平和と安全を守ることを目

的に、平時から軍隊の無い非武装・無防備の都市づくりを進めるものです。川

崎市には多くの国籍を持つ住民が共に生き、多文化共生のまちづくりを進めて

います。あってはならない有事の際には戦争非協力、戦争不参加の「無防備地

域」を宣言し、日本国憲法、国際人道法、に基づき、国籍の区別無く川崎市に



住むすべての人々が平和に生きる「平和友好都市」を住民の手によって実現す

るために制定します。 

【目的】 

第１条 この条例は、日本国憲法の平和主義の理念、わが国の国是である非核

三原則、ジュネーブ諸条約などの国際人道法の諸原則、および地方自治の本

旨に基づき、川崎市がとるべき施策および行うべき事務について規定し、平

和を守るための川崎市の責務を明確にすることにより住民の生命と財産を守

ることを目的とする。 

【平和的生存権の保障】 

第２条 国籍を問わず、川崎市に居住する全ての人は平和のうちに生存する権

利を有する。 

２ 川崎市に居住するすべての人は、戦時のみならず平時からその意に反して

軍事活動を目的とした権利の制約や財産権の侵害、自然および文化環境の破

壊を受けることはない。 

【平和なまちづくり基本計画】 

第３条 この条例の目的を達成するため、川崎市平和なまちづくり基本計画を

策定する。 

２ 前項の計画を策定するため、平和なまちづくり推進委員会を設置する。 

３ 本委員会の委員は、住民、学識経験者からの公募により選任する。 

【市の責務】 

第４条 川崎市は戦争に関する一切の事務を行わない。 

２ 川崎市は、将来にわたって軍事施設の建設や徴兵及び戦争のための徴用な

ど、戦争ならびに武力行使に協力するための事務、業務は一切行わない。 

３ 川崎市は軍事施設の撤去・廃止に努める。 

４ 川崎市は自衛官の募集に関する事務を行わない 



【非核非軍事政策】 

第５条 川崎市は、すべての核保有国に対し核兵器の廃絶と軍縮を求め、非核

三原則を遵守し、核兵器及びすべての兵器・軍事物資の製造・配備・貯蔵お

よび、川崎市域への持ち込み・飛来・通過を拒否する。 

【平和事業の推進】 

第６条 戦争の防止と世界平和の実現のために、各号の事業を実施する。 

(１) 戦争に反対する平和意識・国際人道法の普及・宣伝 

(２) 世界諸都市との平和友好都市づくりをすすめる。 

(３) 学校教育および生涯教育、市民教育の場での平和教育の充実、推進。 

(４) 平和の確立および推進のために自主的に行われる市民活動に対する支

援。 

(５) 「旧陸軍登戸研究所」他の戦争関連事跡の調査、保存、公開に努め、

必要な支援を行う。 

(６) その他、本条例の主旨に沿う平和のための事業を行う。 

【国際人道法の積極的活用】 

第７条 川崎市は、第１条の目的を達成するために、ジュネーブ諸条約第一追

加議定書第４８条の「軍民分離原則」、第５８条の「攻撃の影響に対する予

防措置」および第５９条に定義する「無防備地域」の要件を満たすよう不断

に努めなければならない。 

２ 川崎市は、戦時あるいはその恐れが明白な時、住民の生命と財産を守るた

め、ジュネーブ諸条約第一追加議定書第５９条の規定に基づき、「無防備地

域宣言」をおこない、日本国政府及び関係当事国に通告する。 

【条例の施行細則】 

第８条 本条例の施行に必要な事項は、別途規則で定める。 

【付則】 



１ 本条例は、公布の日から施行する。 

２ 本条例は、公布後すみやかに全国の自治体、ならびに翻訳文を付けて、国

際連合、国際連合加盟国、赤十字国際委員会、に送付する。 



川崎市条例制定請求署名収集証明書 

 

 川崎市平和無防備都市条例制定請求書に添えて提出する川崎市平和無防備都

市条例制定請求者署名簿には、地方自治法第７４条第５項の規定により、平成

２０年６月２日付けで告示された選挙権を有する者の総数の５０分の１（２２

，０８１人）により有効署名があることを証明します。 

 

平成２０年７月２日 

川崎市条例制定請求代表者 

生 方   卓  印 

木 村 雅 子  印 

國 井   潤  印 

須 見 正 昭  印 

滝 澤   貢  印 

 

 

 

 


